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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は合意形成やコンフリクト・レゾリューションといった意思決定の方法論を
応用倫理学の幾つかの領域（医療倫理、看護倫理、科学技術倫理、技術者倫理、ビジネスエシックス、コミュニケーシ
ョン論）に適用し、その適用可能性を検証することである。
　具体的には、年に2回、3年間で6回の研究会を開き、上記各領域の専門家である研究分担者に研究成果を発表させ、
上記課題の達成状況について討論した。研究成果を本年度中に「研究報告書　合意形成研究会の活動記録」（仮題）と
して発行する予定である。

研究成果の概要（英文）：  The aim of this research project is to verify the applicability of decision-maki
ng models such as Consensus Building and Conflict Resolution to some fields of applied ethics such as medi
cal ethics, nursing ethics, science technology ethics, engineering ethics, business ethics, and communicat
ion ethics.
  To attain this aim, we held research meeting twice a year (six times for three years), and discussed the
 level of achievement of our aim with collaborators.  We are planning to publish a report that record our 
research this year
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

（１）合意形成の倫理学の必要性 

価値観の多元化した現代社会において、社

会政策に関する合意形成の重要性とその困

難さがともに認識されつつある。その流れの

中で応用倫理学も、民主主義的でかつ当事者

の自律的な意思決定を支える方法論を模索

してきた。例えば、医療倫理におけるインフ

ォームド・コンセント、環境倫理や科学技術

倫理におけるサイエンス・コミュニケーショ

ン（サイエンスカフェ、サイエンスショップ、

コンセンサス会議等）、技術者倫理における

技術者倫理教育、ビジネスエシックスにおけ

る企業の社会的責任（CSR）等である。意思

決定に関しては、ハーバーマスの討議倫理学

の批判的研究も忘れてはならない。しかし、

そ れ ら は 「 合 理 的 な 専 門 家 対 素 人

(layperson)」という啓蒙主義的ないしパタ

ーナリスティックな図式をどれほど克服で

きたかどうか、疑わしい。 

 

（２）不確実なリスクに対する合意形成 

研究代表者は平成8－11年度日本学術振興

会の科学研究費（基盤 C）の助成のもと、専

門家の専門性がある程度相対化される状況、

即ち不確実なリスクという状況における意

思決定に関して研究を重ねてきた。その際、

「予防原則」(precautionary principle)の

適用可能性を中心に研究を行ってきたが、予

防原則はどの様なリスクに対してどの様な

予防的対策を採るかを決定するための基準

をもたず、それ故、予防原則適用に関する合

意形成が困難であるという問題が確認され

た。勿論、たんに合意が形成されさえすれば

よいという問題でもない。不確実なリスクに

対する適切な合意を得ることが重要なので

ある。 

 

（３）Conflict Resolution という方法論 

その問題を解決するための方法論として、

本研究では Conflict Resolution（コンフリ

クト調停）という方法論に着目した。

Conflict Resolution とは、意見の対立を抱

える人々のもつ conflicts を分析し、その底

にある共存可能な真のニーズ(interests)を

析出し、そのニーズを満たすような解決策を

提示するための様々なスキルと方法論の体

系である。これに関しては、政策学や法学を

中心に、Consensus Building（合意形成）や

Negotiation（交渉）、裁判外紛争調停（ADR）

における Mediation（調停）等、の基礎理論

として国際的に学際的な研究がなされてい

る 

勿論、本来的には、客観的にリスクを分析

し、それに応じて対策を採るのが正当である。

しかし、われわれの関わる状況は多くの場合、

科学的な知識が不十分であったり、役に立た

なかったりする不確実な状況であり、我々に

求められているのは、そこで迅速かつ適切な

判断を下すことである。我々は限定された状

況の中で合意形成を行わなければならない

のである。それ故に Conflict Resolution と

いう方法論の可能性を検討した。というのも、

この方法論の有効性はまだ十分に検証され

ているわけではないからである。 

 

２．研究の目的 

上記の通り、研究代表者はこれまで、不確

実なリスクに対する予防原則の有効性と限

界、及び予防政策に関する合意形成の困難さ

を検証してきた。それに関して、Consensus 

Building の 基 礎 理 論 で あ る Conflict 

Resolution の導入によって問題解決の可能

性を見出した。 

本研究では、Conflict Resolution をリス

ク論のみでなく、応用倫理学の幾つかの領域

（医療倫理、環境倫理、技術者倫理、ビジネ

スエシックス）に適用し、最終的には応用倫

理学全般に合意形成の方法論を組み込む可

能性を追求する。本研究の独創性は、不確実



な状況で、合意形成が困難な状況において、

Conflict Resolution による合意形成の可能

性と限界を検証することである。 

 

３．研究の方法 

（１）Conflict Resolution という方法論の

理論的研究 

 初年度は主に、合意形成論の専門家を招い

て、理論的研究を行った。具体的には、Fisher

や Susskind、Moore らの Negotiation や

Consensus building、Mediation といった手

法の根底にある Conflict Resolution の基礎

理論を明らかにした。また、その不確実性へ

の適用可能性を検討した。さらに、政治哲学

的・倫理学的観点から、ハーバーマスの討議

倫理学や、シュレーダー＝フレチェット、ル

ーマン、ベック、ゴダール、ラレール、エル

ミットらの米独仏のリスク論を検討した（屋

良、松本）。 

 

（２）Conflict Resolution の応用倫理学の

諸領域への適用とケーススタディ 

研究分担者らと共に、Conflict Resolution

を応用倫理学の諸分野に適用し、その可能性

と限界を探る。第 1に、リスク・マネジメン

トにおいては、屋良が不確実なリスクに対す

るヨナスやシュレーダー＝フレチェットら

のアプローチを批判的に捉えなおし、

Conflict Resolution の適用可能性を検討し

た。また、増渕が金融リスクマネジメント批

判を行った。 

医療倫理に関しては、屋良がチーム医療に

おける意思決定のモデルとして Conflict 

Resolution が適用性を検証した。ケーススタ

ディとして、エイズや薬害エイズの問題に関

して屋良、大北が研究を行った。また、薬害

エイズ被害患者を招聘しての講演会を行っ

た。 

科学技術倫理及び技術者倫理においては、

金光・本田と共に、クライアントのリスクを

伴う要請に対する技術者の責任と問題解決

技 術 養 成 の 問 題 に 対 す る Conflict 

Resolution の適用可能性を検討した。ケース

スタディとして、金光、本田が福島原発事故

を受けての事故原因の調査を行い、本田がロ

ボット倫理の研究を行った。 

ビジネスエシックスにおいては、本田・増

渕と共に、製造物における企業の責任や消費

者自身の責任の問題に対する Conflict 

Resolution の適用可能性を検討した。 

 

４．研究成果 

 本研究は年 2 回、3 年間で合計 6 回の研究

会を行い、ほぼ全員が毎回研究発表をし、研

究課題の進捗状況について批判検討を行っ

てきた。その研究成果は下記（５．主な発表

論文等）の諸研究発表に表れているが、ここ

ではその概略を記する。 

第 1 は、リスクマネジメント領野である。

領野には、研究代表者のコンフリクト・レゾ

リューションの医療倫理学の適応可能性の

研究だけでなく、ＨＩＶに関する公衆衛生学

的研究（大北）、ビジネスエシックスにおけ

る金融リスク論（増渕）、コミュニケーショ

ン論的研究（松本）が含まれる。 

[雑誌論文（1）（4）（5）（9）、学会発表（1）

（6）（7）（12）（13）] 

第 2に、科学技術倫理領野である。この分

野は、主に金光・本田が担い、工学倫理、技

術者倫理教育、ケーススタディとして福島原

発事故を受けての原子力安全倫理、ロボット

倫理などである。 

[雑誌論文（2）（3）（6）（7）（8）（10）、学会

発表（2）（3）（4）（5）（8（9）（10）（11）] 

 

以上の「不確実性に対する合意形成」に関

する研究のエッセンスを「合意形成研究会活

動記録」としてまとめ、平成 26 年度内に公

開する。 
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